
①　課税物件表の非課税物件の欄に掲げる文書

　自然災害等により被害を受けられた方が作成する「不動産の譲渡に関する契約書」や
「消費貸借に関する契約書」などで一定の要件に該当する文書については、印紙税を非
課税とする措置が設けられています。
　詳しくは、リーフレット「自然災害等により被害を受けられた方が作成する契約書等
に係る印紙税の非課税措置について（平成29年４月）」又は「自然災害等に係る印紙税
の非課税措置に関するＱ＆Ａ（平成29年４月）」をご参照ください。
　また、新型コロナウイルス感染症等によりその経営に影響を受けた事業者の方に対し
て行う金銭の貸付けに際して作成される「消費貸借に関する契約書」で一定の要件に該
当する文書については、印紙税を非課税とする措置が設けられています（非課税措置の
適用期限は令和７年８月31日まで）。
　詳しくは、リーフレット「消費貸借契約書に係る印紙税の非課税措置について」又は
「新型コロナ税特法に係る印紙税の非課税措置に関するＱ＆Ａ」をご参照ください。
※　リーフレットやＱ＆Ａは国税庁ホームページ（https://www.nta.go.jp）をご覧ください。
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（基通３①）。
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併せて説明します。

から

　原則として、引用されている文書の内容は、その文書に記載されているものとしてその文書の記

載内容を判断することとなります（通則４ホ (2)(3)、基通４）。





③



（注）課税物件表に掲げられている「契約書」のみが課税の対象となります。したがって、例えば委任に関

する契約書などは、課税物件表に掲げられていませんので印紙税は課税されません。

③



（注）課税物件表に掲げられている「契約書」のみが課税の対象となります。したがって、例えば委任に関

する契約書などは、課税物件表に掲げられていませんので印紙税は課税されません。

③

なお、



次のページでは、この

　具体的には、おおむね次の基準に該当するものは契約書となります。

（1）契約当事者間の基本契約書、規約、約款などに基づく申込みであることが記載されているもの

で、その申込みにより自動的に契約が成立することとなっている場合の申込書等

（2）契約の相手方当事者の見積書などに基づく申込みであることが記載されている申込書等

※（1）及び（2）に該当する文書でも、別に契約書を作成することが文書上明らかにされている

場合には、契約書にはなりません。

（3）契約当事者双方の署名又は押印があるもの

表示された

表示された 証明
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令和７年４月 令和７年４月

152円

「

「 」

」

152万円

１　「令和○年○月○日付土地売買契約書の売買金額1,000万円を100万円増額する」と記

載したもの

２　「令和○年○月○日付土地売買契約書の売買金額1,000万円を1,100万円に増額する」

と記載したもの

⇒　上記の１、２のいずれも記載金額100万円の第１号の１文書

https://www.boj.or.jp/
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令和５年４月１日

６年４月１ 令和７年３月31日

令和６年３月31日

令和

「

」

　土地売買契約変更契約書に、「令和○年○月○日付土地売買契約書の売買金額を100

万円減額する」と記載したもの又は「令和○年○月○日付土地売買契約書の売買金額

1,000万円を900万円に変更する」と記載したもの　⇒　記載金額のない第１号の１文書

　土地売買契約変更契約書に、「令和○年○月○日付土地売買契約書の売買金額を900

万円に変更する」と記載したもの　⇒　記載金額900万円の第１号の１文書
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1,100万円

1,100万円

1,100万円

100万円

100万円

100万円 1,100万円

「 」

もの

　この取扱いは、約束手形又は為替手形（第３号文書）、債権譲渡又は債務引受けに関する

契約書（第15号文書）には適用されません。

　非課税文書である「記載された受取金額が５万円未満」であるかどうかの判断は、売上

代金に係る金額とその他の金額との合計額により行います。

「 」
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「 」

　契約書等に、契約金額等は「無償」又は「０円」と記載されている場合の契約書等は記載金

額のないものに該当します（基通35）。

十二

手形、株券、出資証券、社債券、預貯

金証書、倉荷証券、船荷証券、保険証

券、配当金領収証、受取書、請書、差

入書

令和

「 」

令和





　この一括納付の特例の承認を受けるためには、承認を受けるための申請書を承認を受けよう

とする最初の課税期間（４月１日から翌年３月31日までの期間）の開始の日の属する年の３月

15日までに税務署長に提出する必要があります。これにより承認を受けた者は、毎年４月１日

現在における預貯金通帳等に係る口座の数を基礎として計算した課税標準数量及び納付すべき

税額などを記載した印紙税納税申告書（一括納付用）を、その年の４月末までに、承認を受け

た税務署長に提出するとともに、その期限までに納税申告書に記載した納付すべき印紙税を納

付しなければなりません（表示の方法は、書式表示の場合と同じです。）（法12、令11、12、規則４、

規則別表第五）。

税標準数量及び納付すべき税額などを記載した印紙税納税申告書（書式表示用）を、その翌

月末日までに承認を受けた税務署長に提出するとともに、その期限までに納税申告書に記載

した納付すべき印紙税を納付しなければなりません（法11、令10、規則４、規則別表第五）。

　印紙税申告（書式表示用、一括納付用）は、e-Tax（国税電子
申告・納税システム）がご利用いただけます。
〔ご利用のメリット〕
○　税務署へ出向いたり、書類を送付する必要がなくなります。
○　税務署の執務時間以外でも、申告書等の提出ができます。
○　毎月申告となる印紙税書式表示の申告では、①ＯＣＲ様式である申告書の手
書作成が不要（前月分の複写利用が可能）、②計算誤りが防げる（合計税額を
自動計算）など、大変便利です。

印紙税書式表示に係るe-Taxのご利用方法はこちら
https://www.nta.go.jp/publication
/pamph/inshi/pdf/inshishosiki.pdf

検 索印紙税書式表示　イータックス


